予算要求資料
平成26年度当初予算　　支出科目　款：衛生費　項：環境管理費　目：環境管理推進費
	事業名　清流の国ぎふづくり推進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　環境生活部　自然環境保全課　自然環境企画係　
電話番号：058-272-1111（内　2696）

　　　　E-mail： c11265@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　5,461千円（前年度予算額： 8,753千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	8,753
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	8,753

	要求額
	5,461
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	5,461

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
・「全国豊かな海づくり大会（H22）」を契機として高まった森・川・海一体の環境保全意識と同大会の理念を継承・発展させ、県下の豊かな自然環境の保全を図るため、「清流の国ぎふ」づくりを掲げ、本県のアイデンティティである清流を守り、活かし、伝えていく環境保全の取組を広く県民に普及し、県民総参加で推進する必要がある。
・「ぎふ清流国体・清流大会（H24）」を経て、スポーツ、まちづくりなどを含めた本格的な「清流の国ぎふ」づくりを展開する中、その根幹となる本県の清流を守り、活かし、次世代へ伝えていく取組の継続が必要である。
（２）事業内容

・「清流の国ぎふ」づくりに向けた環境保全の取組を県民総参加で推進すべく、地域の環境保全団体や関係機関等との連携を図りながら、子どもから大人まで幅広い世代の県民等を対象とした次の事業を実施する。

　　①「清流環境づくり連携会議」の開催

　　　　環境保全団体、農林水産・商工関係団体、有識者等からなる「連携会議」を設置し、環境保全上の課題の共有や施策に係る意見交換、視察等を通じて、環境保全政策に関する意見や関連事業への参加を求める。
　　②「清流ミナモの未来づくり（清流の国ぎふづくり協力事業）」の登録

　　　　「清流を守ろう、活かそう、伝えよう」を合い言葉に、地域のNPO、学校、企業、自治体等が取り組む環境保全活動を「清流ミナモの未来づくり」として広く広く募集・登録し、活動についてウェブサイト等で情報発信する。
　

　　③「ぎふ清流未来の会議」の開催

子どもたちの環境教育・環境学習の活動を中心として、それに係わる指導者や各種団体の活動に至るまで、清流の国ぎふの未来に繋がる学習成果等の発表会を開催する。
　

④身近な水環境保全意識の向上
　　　　身近な水辺の様子に目を向ける「水生生物調査（ｶﾜｹﾞﾗｳｵｯﾁﾝｸﾞ）」や「感覚による河川調査」、生活排水による水質汚濁の改善に繋げる「清流調査隊」の3つの活動への参加を広く県民に呼びかけ、県民の水環境保全意識の向上と取組の実践を図る。
　
⑤「清流の国ぎふ」の環境保全に向けた普及啓発
県下の自然や清流の魅力、環境保全の取組とその必要性等について広く県民に普及啓発する。特に、次世代を担う子どもたちの自然環境に関する正しい理解や環境保全意識を育むため、県内全小学生に配布されるタブロイド紙「マナビのトビラ」を活用した企画記事の掲載を行う。
（３）県負担・補助率の考え方　　　県10/10

（４）類似事業の有無　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	人件費
	323
	連携会議委員、未来の会議講師報償費

	旅費
	652
	委員等の費用弁償、職員の業務旅費

	需用費
	819
	事務消耗品購入、普及啓発チラシ印刷等

	役務費
	2,030
	郵便料、電話料、マナビのトビラ広告料等

	委託料
	673
	未来の会議会場設営撤去業務

	その他
	964
	未来の会議参加校バス借上げ、会場使用料等

	合計
	5,461
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　・岐阜県環境基本計画
　　　基本理念：県民総参加による緑豊かな「清流の国ぎふ」づくり
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　「清流の国ぎふ」づくりの環境保全に係る普及啓発を行うとともに、環境保全活動への参加を呼びかけることで、県民の自然環境や水環境への関心と保全意識を高め、県民や各種団体等、多様な主体、世代による環境保全活動を促進します。


（目標の達成度を示す指標と実績）*H25は11月末時点の数値
	指標名
	事業
開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	協力事業登録数（年度ごとの累積件数）
	―
（H22）
	150件
（H23）
	228件
（H24）
	296件
（*H25）
	700件
（H27）
	42.3％


	水生生物調査参加者数（単年度の参加者）
	―
（H58）
	5,091人

（H23）
	5,823人

（H24）
	5,823人

（H24）
	6,000人

（H27）
	97.1％


	河川調査参加者数

（単年度の参加者）
	―

（H20）
	4,781人

（H23）
	5,547人

（H24）
	5,547人

（H24）
	10,000人

（H27）
	55.5％

	清流調査隊登録者数

（活動中の隊員数）
	―

（H20）
	344人

（H23）
	1,180人

（H24）
	1,180人

（H24）
	700人

（H27）
	168.6％


○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
①「清流環境づくり連携会議」の開催
　　平成25年9月18日　環境保全施策の現場視察、意見交換を実施
②「清流ミナモの未来づくり（清流の国ぎふづくり協力事業）」の登録
68事業、26,663人（※11月末現在の集計値）

③ぎふ清流未来の会議の開催
　　平成25年12月7日　県立森林文化アカデミーにて開催

　  岐阜県、三重県内の小・中・高校 6校　児童・生徒95名参加
④身近な水環境保全意識の向上
水生生物調査（カワゲラウオッチング）　実施中（未集計）
県民の感覚による河川調査　　実施中（未集計）
清流調査隊　　実施中（未集計）
⑤「清流の国ぎふ」の環境保全に向けた普及啓発
　　県内外のイベント等にＰＲブースを出展し、普及啓発を実施
　　出展イベント数　８イベント（※11月末現在）　（実施中）


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

・「清流環境づくり連携会議」　

9月、自然共生川づくりや間伐の施業現場等の現場視察を実施し、意見交換を行った。
・「清流ミナモの未来づくり（清流の国ぎふづくり協力事業）」

「清流を守ろう、活かそう、伝えよう」を合い言葉に、市町村、地域のＮＰＯ、企業等に対して広く参加を呼びかけている。（11月末現在68事業の登録）
・「ぎふ清流未来の会議」
12月、県内外の小・中・高校6校が参加し、環境学習成果の発表・交流と、自然の簡単な楽しみ方を学ぶ体験プログラムを行った。
・「水生生物調査」、「感覚による河川調査」、「清流調査隊」
広く県民に参加の呼びかけを行っている。
・「清流の国ぎふ」の環境保全に向けた普及啓発
県内外のイベントにＰＲブースを出展し、県下の自然や清流の魅力、環境保全の取組とその必要性等について普及啓発を行っている。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	県下の豊かな自然環境の保全を図るには、岐阜県のアイデンティティである清流を守り、活かし、伝えていく「清流の国ぎふ」づくりに向けた環境保全の取組を広く県民に普及し、県民総参加の取組として推進する必要があるため、事業の必要性が高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	各指標とも平成24年度実績が前年度実績を上回っており、事業効果が出ていると言える。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	事業実施において、市町村や関係団体等の協力を得ることで、イベント開催経費や参加者募集に係る広報・広告経費の削減を図っている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　県民に対する普及啓発を主な目的とした事業であることから、事業実績を踏まえ、事業効果を高める新たな手法などを柔軟に取り入れる必要がある。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

「清流の国ぎふ」の名に相応しい本県の自然環境を保全していくため、県民の環境保全意識の向上に資する事業を継続的に展開するとともに、「清流の国ぎふ」づくりへの県民参加を促し、多様な主体による環境保全活動を応援していく。


